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1 はじめに

地球温暖化, 酸性雨, 砂漠化など様々な環境問題に我々は直面しており, これらの問題を解決
するために, 世界各国で取り組みが行なわれている. 環境問題を議論する際の重要な要素の一つ
として, 不確実性が挙げられる. 例えば, 地球温暖化を考えた場合, 大気に関わるシステムが非
常に複雑なため, 将来の温暖化の程度は, 確実にはわからない. また, 大気中の温暖化ガスの濃
度が同じであったとしても, 温暖化によって被る損害は, 人口の変化や天候などそれ以外の不確
実な要素によっても毎期具なると考えられる. このような不確実性下における環境政策に関して,

Pindyck $(2\mathfrak{X}0,2002)$ などは, 不確実性下において, 設備投資など不可逆なプロジェクトへの投
資を分析するリアルオプションアプローチを環境問題の分析に応用した.
本研究は, これらの研究を基礎とし, 政策実施主体が政策選択肢として三つの環境政策 1, 2, 3
を所有している場合に, どの政策をいつ実施すればよいかを明らかにする. 環境政策 1は, 政策
実施に要する費用は低いが, 汚染物質の排出削減量も小さい政策である. 環境政策 2は, 政策実
施に要する費用は, 政策 1よりも高いが, 汚染物質の排出削減量は, 政策 1よりも大きい政策で
ある. 環境政策 3は, 汚染物質の削減量と費用が, 政策 1, 2のそれぞれ間の大きさとなっている
とする. このような 3つの代替的な環境政策の分析をするために, 本研究では, 先ず, 環壌政策
1, 2, 3の内いずれか一つしか政策選択しが存在しない場合を考察する. っまり, 不確実性下にお
いて単一の環境政策に関する考察である. 次に, この分析を拡張し, 経済主体は, 環境政策 1, 2,

3のいずれも実施可能であり, 3種類の代替的な環境政策のどちらか一方を実施する場合を考察す
る. 考察に際しては, 2種類の代替的なプロジェクトへの投資を分析した Dixit (1993) を拡張した
D\’ecamps, Mariotti and Villeneuve (2006) に従う. このように, 政策主体が 2つの政策選択肢を
所有する場合の環境政策については, 後藤・高嶋・辻村 $(2007, 2008)$ が考察している. 本研究は,

これらの先行研究を政策主体が所有する政策選択肢を 3つに拡張した.

2 単一環境政策

経済主体は, 経済活動をすることで便益を得ているが, 経済活動に伴って汚染物質を排出して
いるとする. 汚染物質の排出によって損害を被っているとする. したがって, 汚染物質の排出を
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削減する環境政策の実施を検討しているとする. 検討する環境政策は, 同じ水準の経済活動から
排出される汚染物質が少なくなるような設備を導入する政策である. 本節では, 三つの環境政策
のうち一つしか政策選択肢が存在しない単一環境政策の場合を考察する.
経済主体は, 時刻 $t\geq 0$ において, 経済活動の水準 $Q_{t}$ から便益 $pQ_{t}$ を得ているとする. $p>0$
は経済活動の水準を金額に変換する定数パラメータ. $Q_{t}$ が財の生産量だとすると $p$ は財の価格に
対応する. 経済活動の水準 $Q_{t}$ の過程は, 微分方程式

$dQ_{t}=\alpha Q_{t}dt$ , $Q_{0}=q$ (2.1)

に従っているとする. ただし, $\alpha>0$ とする. 経済活動に伴って排出される汚染物質のフローは,
経済活動のある一定割合で汚染物質が排出され, $\gamma Q_{t}^{2}$と与えられるとする. 排出された汚染物質
が蓄積されたストックを $Y_{t}$ とし, $Y_{t}$ の過程は, 微分方程式

$d\dot{\Gamma}_{t}=(\gamma^{i}Q_{t}-\delta Y_{t}^{i})dt$, $Y_{0}^{i}=y$ (2.2)

に従っているとする. ただし, $\delta\in(0,1)$ は, 汚染物質の自然浄化率を表わす. 主体は汚染物質か
ら損害を被っているため, 汚染物質の排出フローを削減する環境政策を検討しているとする. 環
境政策を実施していないときの汚染物質の排出フローを, $\gamma^{0}Q_{t}$ とする. したがって, $i=0$ は環
境政策が実施されていない状態を表わす. 環境政策 $i(i=1,2,3)$ によって汚染物質の排出フロー
は, $\gamma^{:}Q_{t}$ に削減される. ただし, 環境政策の削減量の仮定から, $\gamma^{0}>\gamma^{1}>\gamma^{2}>\gamma^{3}$ という関係
が成り立っ.
時刻 $t$ において, 汚染物質のストックの 2乗に比例して損害を被ると仮定し 3 $X_{t}Y_{t}^{2}$ と表わす.

$X_{t}$ は汚染物質のストックから受ける損害を表わすシフト変数であり, 汚染物質の単位から損害額
への変換もなされている. 同じ汚染物質のストック量によっても, 被る損害は, 人口の変化や天
候などそれ以外の不確実な要素によっても毎時異なると考えられる. したがって, 損害が時間の
経過を通じて変化することを表わすために, $X_{t}$ の過程は, 確率微分方程式

$dX_{t}=\mu X_{t}dt+\sigma X_{t}dW_{t}$ , $X_{0}=x$ (2.3)

に従っているとする. ただし, $\mu>0,$ $\sigma>0$ は定数とし, $W_{t}$ は標準ブラウン運動である. 経済
主体が経済活動から得られる正味の便益は, 便益関数 $B(Q_{t}, X_{t}, Y_{t}^{i})$

$B^{i}(Q_{t}, X_{t},\dot{\Gamma}_{t})=\infty_{t}-X_{t}(Y_{t}^{1})^{2}$ (2.4)

によって表わされる. 環境政策 $i$ を実施するために必要な費用は, 汚染物質の削減量に比例した費
用と, それとは独立にかかる固定費用, さらに調整費用を考慮し,

$K^{i}(Q_{t})=k_{0}+k_{1}(\gamma^{0}-\gamma^{i})\cdot Q_{t}+k_{2}(\gamma^{0}-\gamma^{i})^{2}Q_{t}^{2}$ (2.5)

と与えられるとする. ただし, $k_{0}>0$ は固定費用を, $k_{1}>0$比例費用パラメータを, $k_{2}>0$ は調

整費用パラメータを表わす. $\gamma^{0}>\gamma^{1}>\gamma^{2}>\gamma^{3}$ より, 環境政策の実施費用は, $K^{1}<K^{2}<K^{3}$

となっている. 環境政策 ilこ関する主体の期待総割引便益 $J^{i}$ は,

$j(q,x,y; \tau_{S}^{i})=E[\int_{0}^{\infty}e^{-rt}B^{i}(Q_{t},X_{t},Y_{t}^{i})dt-e^{-r\tau_{S}^{i}}K^{i}(Q_{t})]$ (2.6)

$2Q$ を使用電力量, あるいは発電量とし. 汚染物質として二酸化炭素を考えると, $\gamma$ は, 二酸化炭素排出原単位に相
当する.

8何乗になるかは, 汚染物質を特定化しなければならない. 本研究では, 取り扱いの簡単さから 2乗と仮定した.
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と与えられる. ただし, $r>0$ は割引率を表わす. $\tau_{S}^{i}\in \mathcal{T}(i=1,2,3)$ は, 環境政策 $i$ が実施され
る時刻を表わし, $\mathcal{T}$ は, 許容な政策実施時刻の全体を表わす. ここで, 意味のある問題を考察す
るために, 次の条件を仮定する.

$E[\int_{0}^{\infty}e^{-rt}|B^{i}(Q_{t},X_{t},Y_{t})|dt]<\infty$ . (AS.1)

以上より, 主体の問題は, 環境政策 $i$ }こ関する主体の期待総割引便益酒を最大とするように, 環
境政策 $i$ を実施する時刻 $\tau^{i}$ を選ぶ問題となる.

$V^{i}(q,x,y)= \sup_{\tau^{j}\in \mathcal{T}}J^{i}(q,x, y;\tau_{S}^{i})=$ 戸 (q, $x,y;\tau_{S}^{1r}$ ). (2.7)

ただし, $V^{i}$ は価値関数を, $\tau_{S}^{1\iota}$ は最適な政策実施時刻を表わす.

最適環境政簾
最適停止問題として定式化された主体の問題は, 変分不等式を用いて解くことが出来る. 本節の
主体の問題に対応する変分不等式は, 次のように与えられる.

$\mathcal{L}V^{i}(q,x,y)+B^{0}(q,x,y)\leq 0$, (2.8)

$V^{i}(q,x,y)\geq\dot{\sigma}(q,x,y)$ , (2.9)

$[\mathcal{L}V^{i}(q,x,y)+B^{0}(q,x,y)][V^{i}(q,x,y)-\dot{\sigma}(q,x,y)]=0$ . (2.10)

ただし, $\mathcal{L}$ は

$\mathcal{L}=\frac{1}{2}\sigma^{2}x^{2}\frac{\partial^{2}}{\partial x^{2}}+\mu x\frac{\partial}{\partial x}+(\gamma^{:}q-\delta y)\frac{\partial}{\partial y}+\alpha q\frac{\partial}{\partial q}-r$ (2.11)

と与えられる作用素であり, $G^{i}$ は, 政策 $i$ の実施費用と政策が実施された後の主体の期待総割引
便益であり,

$\dot{\sigma}(Q_{t},X_{t},Y_{t}^{i})=E[\int^{\infty}e^{-r(e-t)}B^{i}(Q_{\epsilon},X,Y_{f}^{i})ds-K^{i}(Q_{t})]$ (2.12)

と与えられる. 価値関数 $V^{i}(q, x, y)$ の候補関数を $\phi^{i}(q, x, y)$ とする 4.
次に, 候補関数 $\phi^{i}$ の解析解を求める. 今, 主体の最適な環境政策として, シフト変数の水準が

$x_{S}^{1}$ (の以上になれば, 主体は環境政策 $i$ を実施する, という環境政策を考える. 政策実施時刻 $\ovalbox{\tt\small REJECT}$

は,

$\tau_{S}^{i}=\inf\{t>0;X_{t}\geq x_{S}^{i}(y)\}$ (2.13)

となる. 変分不等式より, $x<x_{S}^{i}(y)$ においては,

$\mathcal{L}\phi^{i}(q,x,y)+B^{0}(q,x,y)=0$ (2.14)

4候補関数 $\phi^{:}$ が $(2.8)-(2.10)$ の変分不等式の解であるとすると, Veri且 cation $Th\infty rem$ より, 候補関数が価値関数
と一致することが示される.
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が成り立つ. (2.14) 式の解は, 境界条件:

$\phi^{i}(q,0, y)=\frac{pq}{r-\alpha}$ (2.15)

を考慮すると

$\phi^{i}(q,x,y)=C_{S1}^{1}(y)x^{\beta_{1}}+\frac{pq}{r-\alpha}-\frac{xy^{2}}{\rho_{1}}-\frac{2xy\gamma^{0}q}{\rho_{1}\rho_{2}}-\frac{2x(\gamma^{0}q)^{2}}{\rho_{1}\rho_{2}\rho_{3}}$ (2.16)

となる. ただし, $\dot{\sigma}_{S1}(y)$ は未知定数であり, $\beta_{1}>1$ は特性方程式 $1/2\sigma^{2}\beta(\beta-1)+\mu\beta-r=0$

の解

$\beta_{1}=\frac{1}{2}-\frac{\mu}{\sigma^{2}}+\sqrt{(\frac{\mu}{\sigma^{2}}-\frac{1}{2})^{2}+\frac{2r}{\sigma^{2}}}>1$ , \mbox{\boldmath $\rho$}ら $= \frac{1}{2}-\frac{\mu}{\sigma^{2}}-\sqrt{(\frac{\mu}{\sigma^{2}}-\frac{1}{2})^{2}+\frac{2r}{\sigma^{2}}}<0(2.17)$

である. なお, 境界条件により本節では必要とならないが, 次節では必要となるので特性方程式
の負の解鳥 $<0$ も示した. (2.16) の右辺第 1項は, 主体が環境政策 $i$ の実施時刻を柔軟に選択
できることから生じる価値である. 右辺第 3-5項は, 環境政策が将来にわたって実施されない場
合の便益関数 $B^{i}$ の期待割引現在価値であり, $\rho_{1}=r-\mu+2\delta>0,$ $\rho_{2}=r-\mu+\delta-\alpha>0$ ,
$\rho_{3}=r-\mu-2\alpha>0$ である. 主体の問題を解くために, 求めなければならない未知パラメータは,
$C_{S1}^{:}(y)$ と $x_{S}^{i}(y)$ である $(i=1,.2,3)$ . これらは, value-matching 条件と smooth-pasting条件:

$\phi^{i}(q,x_{S}^{1}(y),y)=\dot{\sigma}(q,x_{S}^{1}(y),y)$ , (2.18)

$\phi_{l}^{1}(q,x_{S}^{1}(y),y)=\dot{G}_{x}(q,x_{S}^{i}(y),y)$ (2.19)

によって求まる. ただし, $\dot{\sigma}(q, x, y)$ は,

$\dot{\sigma}(q,x,y)=PV^{i}(q,x,y)-K^{i}(q)$ (2.20)

と求まる. ただし, $i=0,1,2,3$ に対して,

$PV^{i}(q,x,y)= \frac{\eta}{r-\alpha}-\frac{xy^{2}}{\rho_{1}}-\frac{2xy\gamma^{:}q}{\rho_{1}\rho_{2}}-\frac{2x(\gamma^{:}q)^{2}}{\rho_{1}\rho_{2}\rho_{3}}$ (2.21)

である. $(2.16)-(2.21)$ より, 環境政策 $i$ に対する閾値 $x_{S}^{i}(y)$ と未知定数 $\dot{\sigma}_{S1}(y)$ は, 次と求まる.

$x_{S}^{1}(y)=( \frac{\beta_{1}}{\beta_{1}-1})(\frac{\rho_{1}\rho_{2}\rho_{3}}{2(\rho_{3}y\Gamma^{i}+\prime r1)})K^{:}(q)$ , (2.22)

$\dot{\sigma}_{S1}(y)=(\frac{2(\rho_{3}y\Gamma^{i\prime}+r1)}{\beta_{1}\rho_{1}\rho_{2}\rho_{8}})^{\beta_{1}}(\frac{\beta_{1}-1}{K^{i}(q)})^{\beta_{1}-}$ . (2.23)

ただし, $\Gamma^{i}=(\gamma^{0}-\gamma^{i})q,$ $1^{i}=((\gamma^{0})^{2}-(\gamma^{i})^{2})q^{2}$ とおく.
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3 二つの政策選択肢

本節では, 経済主体が, 環境政策の選択肢を二つ所有する時に, どちらか一方を実施する場合を
考察する. 政策選択肢の組み合わせとしては, 政策 $i,j(i,j=1,2,3, i<j)$ の 3種類ある. 考察
に際しては, 二つの代替的なプロジェクトへの投資を分析した D\’ecamps, Mariotti and Villeneuve
(2006) に従う.
環境政策 $i,$ $j$ のどちらか一方が実施されるため, 環境政策の実施時刻 $\mathcal{T}|j$ は,

$\tau_{ij}=\min[\tau_{ij}^{i},\dot{d}_{ij}]$ (3.1)

と与えられる. ただし, $\tau_{i}^{\ell_{j}}(\ell=i,j)$ は, 環境政策 $i,$ $j$ が実施可能な時に, 環境政策 $\ell$ が実施され
る時刻を表わす. 主体の期待総割引便益 $J^{1j}$ は, (2.7) から

$J^{:j}(q,x,y; \tau_{ij})=\mathbb{B}[\int_{0}^{\tau_{j}^{i}\wedge}e^{-rt}B^{0}(Q_{t},X_{t},Y_{t}^{0})dt+1_{\{.\tau_{j}^{\dot{f}}}.i_{JG^{1}(Q_{\tau_{j}}.,X_{\tau},Y_{\tau_{j}^{*}}^{1}\cdot)}i_{i}\tau!_{j}\leq.\}^{e^{-r\tau}}\dot{i}_{j}$

(3.2)
$+1\{.\cdot\cdot\dot{\theta}(Q_{r_{l\dot{g}}^{f}},X_{\tau_{\dot{f}}^{j}},Y^{j}j)]$

と与えられる. したがって, 主体の問題は, 主体の期待総割引便益 $\dot{P}^{j}$ を最大とするように, 環境
政策 $i,$ $j$ のどちらかを実施する時刻 $\tau_{ij}$ を選択する問題

$V^{1j}(q,x,y)=$ $sup\dot{P}^{j}(q, x,y;\tau_{ij})=J^{1j}(q,x,y;\tau_{1j}^{*})$ . (3.3)
$\tau_{1j}\in \mathcal{T}$

となる.
第 2節と同様に, 最適停止問題として定式化された主体の問題を解く. 本節の, 主体の問題に
対する変分不等式は次のようになる.

$\mathcal{L}V^{1j}(q,x,y)+B^{0}(q,x,y)\leq 0$, (3.4)

$V^{ij}(q,x,y) \geq\max[G^{:}(q,x,y),G^{j}(q,x,y)]$ , (3.5)

$[\mathcal{L}V^{1j}(q,x,y)+B^{0}(q,x,y)]$ [$V^{1j}(q,x,y)$ -max $[\dot{\sigma}(q,x,y),\dot{q}(q,x,y)]$ ] $=0$. (3.6)

$\tilde{x}_{12}$ をび $(q, x,y)=G^{j}(q, x,y)$ となるシフト変数の値とする. $\tilde{x}_{13},\tilde{x}_{23}$ についても同様に与え

られる. したがって, $\tilde{x}_{1j}(i,j=1,2,3, i<j)$ は,

$\tilde{x}_{ij}=\frac{\rho_{1}\rho_{2}\rho_{3}(K^{2}(q)-K^{1}(q))}{2[\rho_{8}y(\gamma^{1}-\gamma^{2})q+((\gamma^{1})^{2}-(\gamma^{2})^{2}q^{2}]}$ (3.7)

と求まる. ただし, $\tilde{\Gamma}^{ij}=(\gamma^{i}-\gamma^{j})q,$ $l\overline{r}^{1j}=(\gamma^{i})^{2}-(\gamma^{j})^{2}q^{2}$ である. D&amps, Mariotti and
Villeneuve (2006) Proposition 2.2. より, $x=\tilde{x}^{1j}(i,j=1,2,3, i<j)$ においては, 環境政策 $i$

が実施されないことが示される.
次に, 価値関数の候補関数 $\phi$ を求める. 2節で環境政策を個別に考察をしていた場合は, シフ

ト変数の水準が $x_{S}^{i}(y)$ 以上になれば, 主体は環境政策 $i$ を実施した. その結果, (222) より, 環境

政策 $i$ の実施を定めるシフト変数の閾値 $x_{S}^{1}(y)$ の値は, 環境政策 $i$
.のシフト変数の閾値喝 (y) の

値より小さいことがわかった: $x_{S}^{i}<x_{S}^{\dot{f}}$ . 一方, 本節では, 2つの環境政策が与えられており, そ

のいずれか一方を実施する主体の問題を考察している. このため, シフト変数の値が $x_{S}^{1}$ より大き

178



い時: $x>x_{S}^{i}(y)$ でも, 環境政策 $i$ と $j$ を比較してどちらを実施すべきかの意思決定を遅らせてい
る領域が存在する. このような領域を $(x_{i}^{i_{j}}(y),\dot{d}_{ij}(y))$ とする. つまり, 主体は, $x<x_{S}^{i}(y)$ にお
いては, 環境政策を実施していない. $x_{S}^{i}(y)\leq x\leq x_{ij}^{i}(y)$ においては, 環境政策 $i$ を実施してい
る. $x_{i}^{i_{j}}(y)<X<\dot{d}_{ij}(y)$ においては, 環境政策を実施していない. $x\geq\dot{d}_{ij}(y)$ においては, 環境
政策 $j$ を実施している. シフト変数の領域の分割に関しては, D\’ecamps, Mariotti and Villeneuve
(2006) Theorem 2.1を参照のこと.
したがって, 二つの環境政策の内, 環境政策 1が実施される時刻 $\tau_{\dot{|}j}^{i}$ は,

$\tau_{ij}^{1}=\inf\{t>0;x_{S}^{i}(y)\leq X_{t}\leq x_{ij}^{i}(y)\}$ (3.8)

と与えられる. 一方, 二つの環境政策の内, 環境政策 2が実施される時刻鳩$\ovalbox{\tt\small REJECT}$

は,

$\tau_{\dot{i}j}^{\dot{f}}=\inf\{t>0;X_{t}\geq\dot{d}_{1j}(y)\}$ (3.9)

と与えられる. したがって, 環境政策が実施されない領域 H陶 $(y)$ は,

$H_{1j}=\{x;x<x_{S}^{i}(y), x_{ij}^{i}(y)<X_{t}<x_{*j}^{i}(y)\}$ . (3.10)

となる. 変分不等式より, 環境政策が実施されない領域石陽においては,

$\mathcal{L}\phi^{1j}(q,x,y)+B^{0}(q,x,y)=0$ (3.11)

$l^{i}R$ り $\text{立^{}\prime}\supset$ .
$x<x_{S}^{1}(y)$ における解は, $x$ が $x_{S}^{1}(y)$ に到達すれば, 環境政策 $i$ を実施することから, (2.16) と

クる. 一方, $x_{ij}^{i}(y)<x<\dot{d}_{1j}(y)$ における解は, $x$ が $x_{1j}^{1}(y)$ に到達すれば, 環境政策 $i$ を実施し,
$\dot{d}_{1j}(y)$ に到達すれば環境政策 $i$ を実施することから,

$\phi^{ij}(q,x,y)=Ci^{j}(y)l^{1}+\dot{U}_{2}^{j}(y)x^{\hslash}+PV^{0}(q,x,y)$ (3.12)

となる. したがって, 候補関数 $\phi^{1j}$ は $x$ の水準によって, 次のように場合分けされる.

$\phi^{1j}(q,x,y)=\{\begin{array}{ll}\dot{\sigma}_{S1}(y)x^{\beta_{1}}+PV^{0}(q,x,y); x<x_{S}^{1}(y),\dot{\sigma}(q,x,y), x_{S}^{i}(y)\leq x\leq x_{1j}^{*}(y),\dot{\sigma}_{1}^{j}(y)x^{\beta_{1}}+C_{2}^{1j}(y)x^{\beta_{2}}+PV^{0}(q,x,y), x_{ij}^{1}(y)<x<x_{ij}^{j}(y),\dot{\alpha}(q,x,y), x\geq x_{ij}^{j}(y).\end{array}$ (3.13)

主体の問題を解くために, 求めなければならない未知パラメータは, $ci^{j}(y),$ $C_{2}^{1j}(y),$ $x_{1j}^{1}(y),\dot{d}_{1j}(y)$

である. これらは第 2節と同様にして, 次の value-matching 条件と smooth-pasting条件:

$\phi^{ij}(q,x_{j}^{\ell}(y),y)=G^{\ell}(q,x_{ij}^{\ell}(y),y)$ , (3.14)

$\phi_{x}^{ij}(q,x_{:j}^{\ell}(y),y)=G_{x}^{\ell}(q,x_{*j}^{\ell}(y),y)$, (3.15)

によって求まる $(\ell=i,j)$ . ただし, 解析的な解を求めることは出来ないので, 数値的にこれら
の値を求める.
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4 三つの政策選択肢

本節では, 経済主体が, 環境政策の選択肢を三つ所有する時に, どの政策をいつ実施するかに
ついて考察する.
環境政策 1, 2, 3のいずれかが実施されるため, 環境政策の実施時刻 $\tau$ は,

$\tau=\min[\tau^{1},\tau^{2},\tau^{3}]$ (4.1)

と与えられる. ただし, $\tau^{i}(i=1,2,3)$ は, 環境政策の選択肢が三つ存在する時に, 環境政策 $i$ が

実施される時刻を表わす. 主体の期待総割引便益 $J$ は, (2.7) から

$J(q,x,y; \tau)=E[\int_{0}^{\tau}e^{-rt}B^{0}(Q_{t},X_{t},Y_{t}^{0})dt+1_{\{\tau^{1}\leq\tau^{2}\wedge\tau^{\theta}\}}e^{-r\tau^{1}}G^{1}(Q_{\tau^{1}},X_{\tau^{1}},Y_{\tau^{1}}^{1})$

$+1_{\{\tau^{2}\leq\tau^{1}\wedge\tau^{S}\}}e^{-r\tau^{2}}G^{2}(Q_{\tau^{2}},X_{\tau^{2}},Y_{\tau^{2}}^{2})$ (42)

$+1_{\{\tau^{S}\leq\tau^{1}\wedge\tau^{2}\}}e^{-r\tau^{\}}G^{3}(Q_{\tau^{S}},X_{\tau}s,Y_{\tau^{S}}^{3})]$

と与えられる. したがって, 主体の問題は, 主体の期待総割引便益 $J$ を最大とするように, 環境
政策 1, 2, 3のいずれかを実施する時刻 $\tau$ を選択する問題

$V(q, x,y)= \sup J(q, x, y;\tau)=J(q, x, y;\tau^{*})$ (4.3)
$\tau\in \mathcal{T}$

となる.
$G(q,x,y)$ を,

$G(q,x,y)= \max[G^{1}(q,x,y),G^{2}(q,x,y),G^{3}(q,x,y)]$ (4.4)

とすると, $x$ の値に応じて,

$G(q,x,y)=\{\begin{array}{ll}G^{1}(q,x,y), x<\tilde{x}_{12},G^{2}(q,x,y), \tilde{x}_{12}<x<\tilde{x}_{23},G^{3}(q,x,y), x>\tilde{x}_{2\theta}\end{array}$ (4.5)

となる. この関係を図 1に示した. 図 1より, 政策 1, 3の組み合わせは, 政策 1, 2と政策 2, 3
の組み合わせより, $G$ の値が下に位置することから, 政策 1, 3の組み合わせを考える必要はなく
なる.

環境政策 1の政策時刻 $\tau^{1}$ は, 政策 1, 2の組み合わせにおける環境政策 1の実施時刻として与
えられる. したがって, (3.8) より,

$\tau^{1}=\inf\{t>0;x_{S}^{1}(y)\leq X_{t}\leq x_{12}^{1}(y)\}$ (4.6)

と与えられる. 環境政策 2の政策時刻 $\tau^{2}$ は, 環境政策 1, 2の組み合わせ時の政策 2の閾値 $x_{12}^{2}(y)$

と, 環境政策 2, 3の組み合わせの時の政策 2の閾値 $x_{23}^{2}(y)$ によって,

$\tau^{2}=\inf\{t>0;x_{12}^{2}(y)\leq X_{t}\leq x_{23}^{2}(y)\}$ (4.7)

と与えられる. 環境政策 3の政策実施時刻 $\tau^{3}$ は, 環境政策 2, 3の組み合わせ時の政策 3の閾値
$x_{23}^{3}(y)$ によって,

$\tau^{\theta}=\inf\{t>0;X_{t}\geq x_{23}^{2}(y)\}$ (4.8)
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と与えられる.
第 3節と同様にして, 価値関数の候補関数を $\phi$ とすると, $\phi$ は, $x$ の水準によって, 次のように

場合分けされる.

$\phi(q,x,y)=\{\begin{array}{ll}C_{S1}^{1}(y)x^{\beta_{1}}+PV^{0}(q,x,y), x<x_{S}^{1}(y),G^{1}(q,x,y), x_{S}^{1}(y)\leq x\leq x_{12}^{1}(y),C_{1}^{12}(y)x^{\beta_{1}}+C_{2}^{12}(y)x^{\beta_{2}}+PV^{0}(q,x,y), x_{12}^{1}(y)<x<x_{12}^{2}(y),G^{2}(q,x,y), x_{12}^{2}(y)\leq x\leq x_{23}^{2}(y),C_{1}^{23}(y)x^{\beta_{1}}+C_{2}^{23}(y)x^{\beta_{2}}+PV^{0}(q,x,y), x_{23}^{2}(y)<x<x_{23}^{3}(y),G^{3}(q,x,y), x\geq x_{23}^{\theta}(y).\end{array}$ (4.9)

主体の問題を解くために, 求めなければならない未知パラメータは, $C_{1}^{12}(y),$ $C_{2}^{12}(y),$ $C_{1}^{23}(y),$ $C_{2}^{23}(y)$ ,
$x_{12}^{1}(y),$ $x_{12}^{2}(y),$ $x_{23}^{2}(y),$ $x_{23}^{3}(y)$ である. これらは第 3節の主体の問題の各パラメータと同じである.

5 数値例

本節では, 環境政策の実施の閾値 $x_{S}^{i},$ $x_{ij}^{i},\dot{d}_{1j}i,j=1,2,3,$ $i<i$ を求め, パラメータの値を変
化させることで比較静学を行なう.
単一政策の閾値 $x_{S}^{1}$ については, (2.22) にパラメータの値を代入するだけである. 一方, 代替

政策の閾値 $x_{1j}^{i}$ , 喝については, 解析解は求まらず, $(3.11)-(3.12)$ を Newton 法を用いて数値的
に解く. 数値計算に使用する基準となるパラメータ値は, 以下のように与えられる. $r=0.05$,
$\alpha=0.01,$ $q=5,$ $p=10,$ $\mu=0.01,$ $\sigma=0.2,$ $y=0.1,$ $\delta=0.01,$ $\gamma^{0}=0.05,$ $\gamma^{1}=0.03,$ $\gamma^{2}=0.02$,
$\gamma^{3}=0.01,$ $k_{0}=5,$ $k_{1}=100,$ $k_{2}=10000$ . これらの値を使い, 代替政策の価値関数を図 2に示し
た. また, この時の未知定数と閾値の値は, それぞれ, 以下のようになる. $C_{S1}^{1}(y)=4562.6539$ ,
$C_{S1}^{2}(y)=3971.0925,$ $C_{1}^{12}=3685.6033,$ $C_{2}^{12}=3.8706,$ $C_{1}^{23},$ $C_{2}^{23},$ $x_{S}^{1}(y)=0.1494,$ $x_{S}^{2}(y)=0.2423$ ,
$x_{S}^{3}(y)=0.3674,$ $x_{12}^{1}(y)=0.2176,$ $x_{12}^{2}(y)=0.2793,$ $x_{23}^{2}(y)=0.5412,$ $x_{23}^{3}(y)=0.5965$ .
次に, パラメータ値を +20% 変化させたときの閾値の変化を, 表 1,2に表わした. 分析の結果,

割引率 $r$ , シフト変数のボラティリティー $\sigma$ , 自然浄化率 $\delta$ , 政策費用パラメータ $k0,$ $k_{1},$ $k_{2}$ に関し
ては, 政策 1の閾値 $x_{S}^{1}$ と代替的な政策 1, 2, 3の続行領域 $x_{12}^{2}(y)-x_{12}^{1}(y)$ , xU3(y)-x223(のが大き
くなっており, 政策の実施が遅れる. 一方, 経済活動の成長率 $\alpha$ , 経済活動の水準 $q$ . シフト変数
の期待成長率 $\mu$ , 汚染物質のストックの水準 $y$ に関しては, $x_{S}^{1},$ $x_{12}^{2}(y)-x_{12}^{1}(y)$ . $x_{23}^{3}(y)-x_{23}^{2}(y)$

が小さくなっており, 政策の実施が促進される. また, 汚染物質の排出フローを定める $\gamma$ に関し
ては, 政策が実施されていない場合の $\gamma^{0}$ が大きくなると, $x_{S}^{1}$ は大きくなり, 政策 1の実施が遅れ
るが, $x_{12}^{2}(y)-x_{12}^{1}(y),$ $x_{23}^{3}(y)-x_{23}^{2}(y)$ は小さくなり, 政策の実施が促進される. 政策 1実施後の
排出フローのパラメータ $\gamma^{1}$ が大きくなると, $x_{S}^{1}$ は小さくなり, 政策 1の実施が促進される. 一

方, $x_{12}^{2}(y)-x_{12}^{1}(y)$ は大きくなり, 政策実施が遅れる. $x_{23}^{3}(y)-x_{23}^{2}(y)$ は, $\gamma^{1}$ とは独立に定まる

ため, 変化はない. 政策 2実施後の排出フローのパラメータ $\gamma^{2}$ が大きくなると, $x_{12}^{2}(y)-x_{12}^{1}(y)$

は小さくなり, 政策の実施が促進される. 一方, $x_{23}^{3}(y)-x_{23}^{2}(y)$ は, 大きくなり, 政策の実施は
遅れる. $x_{S}^{1}$ は, $\gamma^{1}$ とは独立に定まるため, 変化はない. 政策 3実施後の排出フローのパラメータ
$\gamma^{3}$ が大きくなると, $x_{23}^{3}(y)-x_{23}^{2}(y)$ は小さくなり, 政策の実施が促進される. $x_{S}^{1},$ $x_{12}^{2}(y)-x_{12}^{1}(y)$

は, $\gamma^{1}$ とは独立に定まるため, 変化はない.
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6 おわりに

本研究は, 不確実性下において, 経済主体は 3種類の環境政策 1, 2, 3を実行可能な政策選択肢
として所有しており, このような代替的な環境政策の実施について考察を行なった. 3種類の環境
政策は, 政策実施費用と排出削減量の間にトレードオフの関係が成り立っている. 分析に際して
は, 経済主体の問題を最適停止問題と定式化し, 主体が環境政策を実施する最適な時刻を求めた.
代替的な環境政策について分析をするために, 先ず, 単一の環境政策についての分析を行い, 次
に, 代替的な二つの環境政策が存在する場合について分析を行なった. これらの分析を基に, 実
行可能な政策選択肢として代替的な三っの環境政策が存在する場合について分析を行なった. そ
こでは, 政策実施後の主体の期待総割引便益の値の分析を基に, 政策選択の組み合わせの一つが
消去され, 実質的に二つの政策選択肢の組み合わせから分析を行なった. ただし, このことを直
感的に示しただけであり, 証明することが課題として残されている. また, 主体の問題を解いて
求めた, 政策実施時刻を定める閾値について数値的に比較静学も実施した.
最後に, 政策の組み合わせに関する証明以外で, この研究の残された課題として, 汚染物質を特

定化し, 実際の環境政策についての評価が挙げられる. また, 環境政策だけではなく, D&amps,
Mariotti and Villeneuve (2006) らが行なったプロジェクトへの投資問題で, 三つの代替的なプロ
ジェクトが存在する場合の分析も挙げられる.
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表 1: 単一環境政策の閾値の比較静学

表 2: 代替的な環境政策の閾値の比較静学
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図 1: $G^{i}(q, x, y)$ の最大値 $G(q, x, y)$

$G^{i}$ は, 政策 $i(i=1,2,3)$ の実施費用と政策が実施された後の主体
の期待総割引便益の合計.

図 2: 実行可能な政策選択肢が三つ存在する時の価値関数 $V(q, x, y)$
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